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リブと半導体基板 との 間の張 り付 きを防止 し、洗浄液、 エ ッチ ング液 を半導体基板 表面 にスムー ズ に
流 し、均一 なエ ッチ ングが実現 で きる方法 を提供 す る。 この発 明 は、基板 カセ ッ トに設 け られ た複 数の
リブ （1 0 ) の 間に、単結 晶 シ リコン基板 を配置 し、基板 カセ ッ トをエ ッチ ング液が収容 され た槽 内に
浸潰 し、単結 晶 シ リコン基 板 の 表 面処 理 を行 う半導 体 装置 の 製造 方法 で あ って 、基板 カセ ッ 卜の リブ
( 1 0 ) の表面 に単結 晶 シ リコン基板 との接触 面積 を低下 させ る穴部 （1 0 1 ) が設 け られ ている。



明 細 書

発明の名称 ：

半導体装置の製造方法及びそれに用いられる基板カセ ッ ト

技術分野

[0001 ] この発明は、基板の表面処理 を行 う半導体装置の製造方法に関 し、 より詳

しくは半導体製造 プロセスにおける半導体基板の表面処理 を行 う方法及びそ

れに用い られる基板 カセ ッ 卜に関するものである。

背景技術

[0002] 近年、エネルギーの枯渴問題や地球環境問題などか ら再生可能エネルギー

の開発が望 まれている。特 に、太陽電池を用いた太陽光発電が新 しいェネル

ギ一源 と して注 目されている。

[0003] ところで、太陽電池などの半導体素子において、その表面はスライスダメ

ージ層の除去等を行い基板表面の品質確保する点、或いは表面形状の形成の

点で重要な要素である。基板表面の処理の方法 と しては、気相や液相 におけ

る化学反応が利用されることが多い。特 に、太陽電池の分野では、エ ツチン

グ等の表面処理が、スライスされた半導体基板表面のダメ一ジ層の除去ゃ受

光面のテクスチャ一形成 において用い られる。

[0004] 従来、 このエ ッチング処理は、複数の半導体基板 をカセ ッ トに入れ、 カセ

ッ 卜とともに複数の半導体基板がェ ッチング槽内のエ ツチング液 に浸潰され

る。太陽電池のエ ッチング処理 に用い られるカセ ッ トと しては、特許文献 1

に記載 されているように、複数の半導体基板 を収容するために、複数の リブ

( または溝）が設けられたものが知 られている。

[0005] 前記 リブ （または溝）は、エ ッチング並びにエ ッチングの前後の洗浄処理

において、半導体基板同士の距離 をある程度保持 し、良好な洗浄面を得 るこ

とにある。

先行技術文献

特許文献



[0006] 特許文献 1 ：特開平 1 0 — 3 0 3 4 4 3 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0007] しか しながら、従来の方法では、半導体基板の厚さが薄 くなるにつれ、ェ

ツチング処理時に、 リブ （または溝）に半導体基板が張り付 くことがある。

また、 リブ （または溝）があることにより洗浄液やエッチング液が半導体基

板表面に十分に流れず、 リブ （または溝）部分にエッチングのムラが発生す

ることがある。

[0008] この発明は、 リブと半導体基板との間の張り付きや、洗浄液、エッチング

液を半導体基板表面にスムーズに流 し、均一なエツチングが実現できる方法

及びそれに用いる基板カセッ卜を提供することにある。

課題を解決するための手段

[0009] この発明は、基板カセットに設けられた複数のリブの間に、半導体基板を

配置 し、前記基板カセットを処理液が収容された槽内に浸潰 し、前記半導体

基板の表面処理を行う半導体装置の製造方法であって、前記基板カセッ卜の

リプ表面に前記半導体基板との接触面積を低下させる凹部または凸部が設け

られていることを特徴とする。

[001 0] また、この発明は、複数の半導体基板を保持 して表面処理を行う槽内に浸

潰される基板カセッ卜であって、前記基板カセッ卜に設けられた複数のリブ

と、前記 リプ表面に設けられ前記半導体基板との接触面積を低下させる凹部

または凸部と、を備えたことを特徴とする。

[001 1] 前記 リブ表面に上下方向に延びる凸部を形成すればよく、また、前記 リブ

表面に溝部を形成すればよい。

[001 2] また、前記溝部は前記 リブ表面に上下方向に沿って形成すればよい。

発明の効果
[001 3] この発明によれば、エツチング液ゃ洗浄液等の処理液がリプと半導体基板

との間に回り込み、半導体基板とリプとの間の張り付きが抑制され、処理液



を半導体基板表面にスムーズに流 し、均一な基板表面処理が実現できる。

図面の簡単な説明

[ 図 1] この発明の実施形態に係る基板表面処理に用いられる基板カセッ 卜を示

す斜視図である。

[ 図2] この発明の実施形態に係る基板表面処理に用いられる基板カセッ 卜を示

す概略断面図である。

[ 図3] この発明の実施形態に係る基板表面処理装置の概略図である。

[ 図4A] この発明の基板カセッ 卜の リブの第 1 の実施例を示す斜視図である。

[ 図4B] この発明の基板カセッ 卜の リブの第 1 の実施例を示す断面図である。

[ 図5A] この発明の基板カセッ 卜の リプの第 2 の実施例を示す斜視図である。

[ 図5B] この発明の基板カセッ 卜の リプの第 2 の実施例を示す断面図である。

[ 図6A] この発明の基板カセッ 卜の リブの第 3 の実施例を示す斜視図である。

[ 図6B] この発明の基板カセッ 卜の リプの第 3 の実施例を示す断面図である。

[ 図7A] この発明の基板カセッ 卜の リプの第 4 の実施例を示す斜視図である。

[ 図7B] この発明の基板カセッ 卜の リプの第 4 の実施例を示す断面図である。

[ 図8A] この発明の基板カセッ 卜の リプの第 5 の実施例を示す斜視図である。

[ 図8B] この発明の基板カセッ 卜の リブの第 5 の実施例を示す断面図である。

[ 図9A] この発明の基板カセッ 卜の リプの第 6 の実施例を示す斜視図である。

[ 図9B] この発明の基板カセッ 卜の リプの第 6 の実施例を示す断面図である。

[ 図 10A] この発明の基板カセッ トの リブの第 7 の実施例を示す斜視図である。

[ 図 10B] この発明の基板カセッ 卜の リブの第 7 の実施例を示す断面図である。

[ 図 11A] この発明の基板カセッ 卜の リプの第 8 の実施例を示す斜視図である。

[ 図 11B] この発明の基板カセッ 卜の リプの第 8 の実施例を示す断面図である。

[ 図 12A] この発明の基板カセッ トの リブの第 9 の実施例を示す斜視図である。

[ 図 12B] この発明の基板カセッ 卜の リブの第 9 の実施例を示す断面図である。

[ 図 13A] この発明の基板カセッ 卜の リブの第 1 0 の実施例を示す斜視図である

[ 図 13B] この発明の基板カセッ 卜の リブの第 1 0 の実施例を示す断面図である



[ 図 14] この発明の第 1 0 の実施例に係る基板カセッ 卜を示す概略断面図であ

る。

[ 図 15] この発明を用いて製造 した太陽電池の工程別の概略断面図である。

[ 図 16] この発明を用いて製造 した太陽電池の工程別の概略断面図である。

[ 図 17] この発明を用いて製造 した太陽電池の工程別の概略断面図である。

[ 図 18] この発明を用いて製造 した太陽電池の工程別の概略断面図である。

発明を実施するための形態

[001 5] この発明の実施の形態について図面を参照 しながら詳細に説明する。なお

、図中同一または相当部分には同一符号を付 し、説明の重複を避けるために

その説明は繰返さない。

[001 6] この発明の基板カセッ トに保持される基板 として、単結晶シ リコン、多結

晶シ リコン等の半導体基板が挙げられる。

[001 7 ] この実施の形態においては、住宅用太陽光発電システムとして最も普及 し

ており、より一層の低コス ト化が望まれる太陽電池用の単結晶シ リコン基板

を用いた。前記単結晶シ リコン基板は、通常、 n 型或いは p 型の極性を有 し

ているが、 どちらの極性を有 していてもよい。シ リコン基板において、 p 型

を与える不純物 としては、ホウ素のような I I I 族元素又はその化合物が挙

げられ、 n 型を与える不純物 としては、 リン、砒素等の V 族元素が挙げられ

る。

[001 8 ] この発明に係るエッチングプロセスの概略について、図を参照 して説明す

る。図 1 は、 この発明の実施形態に係る基板表面処理に用いられる基板カセ

ッ 卜を示す斜視図、図 2 は、 この発明の実施形態に係る基板表面処理に用い

られる基板カセッ トを示す概略断面図、図 3 は、 この発明の実施形態に係る

基板表面処理装置の概略図である。

[001 9] インゴッ 卜からスライスされた状態 （ァズスライス状態）の単結晶シ リコ

ン基板 2 は、エツチング液である N a 0 H などのアル力リ溶液 3 0 の入った

エッチング槽 3 に投入され、エッチングされる。一般的に、大量生産にて自



動搬送装置を用いる場合は、 ァズスライス状態の単結晶シ リコン基板 2 を基

板 カセ ッ 卜1 に複数枚保持させ、基板 カセ ッ 卜1 ごとエ ッチング槽 3 に投入

して一括 してエ ッチングするバ ッチ処理が行われる。

[0020] この実施形態では、基板 カセ ッ ト1 の材質は、 P P S (ポ リフエ二 レンサ

ル ファイ ド） と したが、 P T F E (ポ リテ トラフル才 ロエチ レン）、 P F A

(テ トラフル才 ロエチ レン パ一フル才 ロアルキル ビニルエーテル共重合体

) 、 F E P (テ トラフル才 ロエチ レン へキサフル才 ロプロピレン共重合体

) 等の各種 フッ素樹脂やポ リプロピレン、ポ リエチ レン等の合成樹脂材料を

用いても良い。エ ッチング終 了後、基板 カセ ッ 卜1 ごとエ ッチング槽 3 か ら

エ ッチングされた単結晶シ リコン基板 2 が取 り出される。その後、水洗、乾

燥が行われる。

[0021 ] 図 1 及び図 2 に示すように基板 カセ ッ ト1 の上部は開口 し、基板 2 を揷入

できる構造 となっている。図示するように、基板 カセ ッ ト1 の側面には、複

数の リブ 1 0 が設けられ、 この リブ 1 0 、 1 0 間の収容凹所 1 1 に単結晶シ

リコン基板 1 が揷入され、保持される。

[0022] この基板 カセ ッ 卜1 の リブ 1 0 には、単結晶シ リコン基板 2 との接触面積

を低下させ、両者が張 り付 くのを防止するために、凹部 または凸部が設けら

れている。

[0023] 図 4 A 、図 4 B は、基板 カセ ッ ト1 の リブ 1 0 の第 1 の実施例 を示 し、図

4 A は斜視図、図 4 B は断面図である。図 4 A 及び図 4 B に示すように、 こ

の第 1 の実施例では、 リプ 1 0 の表面には、複数個の凹部 と しての穴 1 0 1

が設けられている。 リブ 1 0 の表面に複数個の穴 1 0 1 を設けることで、 リ

プ 1 0 と基板 2 との接触面積が低下 し、両者の張 り付 きが抑制 される。 さら

に、エ ッチング液や洗浄液が リブ 1 0 と単結晶シ リコン基板 2 の表面 との間

に回 り込み、単結晶シ リコン基板 2 とリブ 1 0 との間の張 り付 きがより一層

抑制 される。 この結果、 リブ 1 0 周辺のエ ツチング液ゃ洗浄液の流れが全体

的に改善 し、均一なエ ッチングが実現できる。 さらに、後のエ ッチング液の

洗浄も容易に行なうことができる。



[0024] 図 5 A 、図 5 B は、基板カセット1 のリブ 1 0 の第 2 の実施例を示 し、図

5 A は斜視図、図 5 B は断面図である。図 5 A 及び図 5 B に示すように、こ

の第 2 の実施例では、 リプ 1 0 の表面には、複数個の突起 1 0 2 が設けられ

ている。 リブ 1 0 の表面に複数個の凸部としての突起 1 0 2 を設けることで

、 リブ 1 0 と基板 2 との接触面積が低下 し、両者の張り付きが抑制される。

さらに、エッチング液や洗浄液がリブ 1 0 と単結晶シ リコン基板 2 表面との

間に回り込み、単結晶シリコン基板 2 とリブ 1 0 との間の張り付きがより一

層抑制される。

[0025] 図 6 A 、図 6 B は、基板カセット1 のリブ 1 0 の第 3 の実施例を示 し、図

6 A は斜視図、図 6 B は断面図である。図 6 A 及び図 6 B に示すように、こ

の第 3 の実施例では、 リプ 1 0 の表面には、複数個のリプの上下方向に延び

る立て溝 1 0 3 が設けられている。 リブ 1 0 の表面に複数個の立て溝 1 0 3

を設けることで、 リブ 1 0 と基板 2 との接触面積が低下 し、両者の張り付き

が抑制される。さらに、エツチング液ゃ洗浄液がリプ 1 0 と単結晶シ リコン

基板 2 表面との間に回り込み、単結晶シリコン基板 2 とリブ 1 0 との間の張

り付きがより一層抑制される。

[0026] 図 7 A 、図 7 B は、基板カセット1 のリブ 1 0 の第4 の実施例を示 し、図

7 A は斜視図、図 7 B は断面図である。図 7 A 及び図 7 B に示すように、こ

の第4 の実施例では、 リブ 1 0 の表面には、複数個の高さ方向と略垂直に横

溝 1 0 4 が設けられている。 リブ 1 0 の表面に複数個の横溝 1 0 4 を設ける

ことで、 リブ 1 0 と基板 2 との接触面積が低下 し、両者の張り付きが抑制さ

れる。さらに、エッチング液や洗浄液がリブ 1 0 と単結晶シリコン基板 2 表

面との間に回り込み、単結晶シリコン基板 2 とリブ 1 0 との間の張り付きが

より一層抑制される。

[0027] 図 8 A 、図 8 B は、基板カセット1 のリブ 1 0 の第 5 の実施例を示 し、図

8 A は斜視図、図 8 B は断面図である。図 8 A 及び図 8 B に示すように、こ

の第 5 の実施例では、 リプ 1 0 の表面には、複数個の横溝 1 0 5 が設けられ

ている。この横溝 1 0 5 は、 リブ 1 0 の両面を貫通 して形成されている。表



面に複数個の横溝 1 0 5 を設けることで、 リブ 1 0 と基板 2 との接触面積が

低下 し、両者の張り付きが抑制される。さらに、エッチング液や洗浄液がリ

プ 1 0 と単結晶シリコン基板 2 表面との間に回り込み、単結晶シリコン基板

2 とリブ 1 0 との間の張り付きがより一層抑制される。

[0028] 図 9 A 、図 9 B は、基板カセット1 のリブ 1 0 の第 6 の実施例を示 し、図

9 A は斜視図、図 9 B は断面図である。図 9 A 及び図 9 B に示すように、こ

の第 6 の実施例では、 リプ 1 0 の先端部に、上下に連なる突出部 1 0 6 が設

けられている。 リブ 1 0 の先端部に突出部 1 0 6 を設けることで、 リブ 1 0

と基板 2 との接触面積が低下 し、両者の張り付きが抑制される。さらに、ェ

ッチング液ゃ洗浄液がリプ 1 0 と単結晶シリコン基板 2 表面との間に回り込

み、単結晶シリコン基板 2 とリブ 1 0 との間の張り付きがより一層抑制され

る。

[0029] 図 1 0 A 、図 1 0 B は、基板カセット1 のリブ 1 0 の第 7 の実施例を示 し

、図 1 O A は斜視図、図 1 O B は断面図である。図 1 O A 及び図 1 0 B に示

すように、この第 7 の実施例では、 リブ 1 0 の中央部分に、上下に連なる突

出部 1 0 7 が設けられている。 リブ 1 0 の中央部分に突出部 1 0 7 を設ける

ことで、 リブ 1 0 と基板 2 との接触面積が低下 し、両者の張り付きが抑制さ

れる。さらに、エッチング液や洗浄液がリブ 1 0 と単結晶シリコン基板 2 表

面との間に回り込み、単結晶シリコン基板 2 とリブ 1 0 との間の張り付きが

より一層抑制される。

[0030] 図 1 1 A 、図 1 1 B は、基板カセット1 のリブ 1 0 の第 8 の実施例を示 し

、図 1 1 A は斜視図、図 1 1 B は断面図である。図 1 1 A 及び図 1 1 B に示

すように、この第 8 の実施例では、 リブ 1 0 の先端部と中央部分に、上下に

連なる突出部 1 0 8 がそれぞれ設けられている。 リブ 1 0 の先端部と中央部

に突出部 1 0 8 設けることで、 リブ 1 0 と基板 2 との接触面積が低下 し、両

者の張り付きが抑制される。さらに、エッチング液や洗浄液がリブ 1 0 と単

結晶シリコン基板 2 表面との間に回り込み、単結晶シリコン基板 2 とリプ 1

0 との間の張り付きがより一層抑制される。



[0031 ] 図 1 2 A 、図 1 2 B は、基板カセッ ト1 の リブ 1 0 の第 9 の実施例を示 し

、図 1 2 A は斜視図、図 1 2 B は断面図である。図 1 2 A 及び図 1 2 B に示

すように、 この第 9 の実施例では、 リブ 1 0 の表面に、上下に連なる段部 1

0 9 が設けられている。 リプ 1 0 の表面に段部 1 0 9 を設けることで、 リプ

0 と基板 2 との接触面積が低下 し、両者の張 り付 きが抑制される。さらに

、エッチング液や洗浄液が リブ 1 0 と単結晶シ リコ ン基板 2 表面 との間に回

り込み、単結晶シ リコ ン基板 2 とリブ 1 0 との間の張 り付 きがより一層抑制

される。

[0032] 図 1 3 A 、図 1 3 B は、基板カセッ ト1 の リブ 1 0 の第 1 0 の実施例を示

し、図 1 3 A は斜視図、図 1 3 B は断面図、図 1 4 は、 この第 1 0 の実施例

に係る基板カセッ 卜を示す概略断面図である。図 1 3 A 、図 1 3 B 、図 1 4

に示すように、 この第 1 0 の実施例では、 リプ 1 0 が力セッ ト1 の側面側が

狭 く中央に向かって広 くなる逆台形状に形成されている。 この逆台形状に形

成された リブ 1 0 の先端部が凸部 1 1 0 を構成することになる。逆台形状の

リブ 1 0 に形成 して先端部が凸部 1 1 0 を構成することで、 リブ 1 0 と基板

2 との接触面積が低下 し、両者の張 り付 きが抑制される。さらに、エツチン

グ液ゃ洗浄液が リブ 1 0 と単結晶シ リコ ン基板 2 表面 との間に回 り込み、単

結晶シ リコン基板 2 とリプ 1 0 との間の張 り付 きがより一層抑制される。

[0033] 上記 した基板カセッ 卜1 の リブ 1 0 、 1 0 の収容凹所 1 1 間に単結晶シ リ

コン基板 2 を配置 して、単結晶シ リコン基板 2 を保持させる。そ して、図 3

に示すように、単結晶シ リコ ン基板 2 を複数枚保持 した基板カセッ 卜1 を処

理液 としてエッチング液 3 0 が収容されたエッチング槽 3 に投入 し、単結晶

シ リコン基板 2 の表面をエツチングする。 この処理で単結晶シ リコン基板 2

にテクスチャ一を形成する表面処理が行なえ、かつダメージ層の除去も同時

に行える。さらに、単結晶シ リコン基板 2 は、 リブ 1 0 に張 り付 くことな く

エッチングが行え、均一なエッチング処理が行える。そ して、後のエツチン

グ液の洗浄も容易に行なうことができる。

[0034] 上記 した実施形態においては、単結晶シ リコン基板 2 の表面処理について



説明したが、多結晶シリコン基板に対 しても同様の処理を行うことができる

。尚、多結晶シリコン基板において、テクスチャ一形成を行う際には、エツ

チング液として、沸酸と硝酸の混酸溶液を用いればよい。

[0035] 次に、この発明の基板の表面処理を用いて太陽電池を作成するプロセスに

つき説明する。

[0036] まず、図 1 5 に示すように、約 1 Ω · c mの抵抗率と約 1 5 0 Ί の厚み

とを有する η 型単結晶シリコン基板 2 をこの発明にかかる基板カセッ卜1 に

保持 し、洗浄することにより不純物を除去 し、エッチング槽に浸潰 してエツ

チングを行い、テクスチャ一構造を形成する。

[0037] 続いて、図 1 6 に示すように、 R F プラズマC V D法を用いて、 η 型単結

晶シリコン基板 2 の上面上に約 5 n mの厚みを有する ί 型非晶質シリコン層

2 2 と、約 5 n mの厚みを有する p 型非晶質シリコン層 2 3 とをこの順番で

形成する。

[0038] そ して、 n 型単結晶シリコン基板 2 の下面上に約 5 n mの厚みを有する ί

型非晶質シリコン層 2 6 と、約 5 n mの厚みを有する n 型非晶質シリコン層

2 7 とをこの順番で形成する。

[0039] 尚、非晶質シリコン層の形成方法としては、蒸着法、スパッタ法、マイク

口波プラズマC V D法、 E C R法、熱C V D法、 L P C V D法等の公知手法

を用いることができる。又、非晶質シリコン層としては、水素、フッ素の少

なくとも一方を含む、非晶質又は微結晶のS ί 、 S ί G e 、 S ί G e C、 S

ί C、 S ί N、 S i G e N、 S i S n、 S ί S n N、 S i S n O等が用いら

れる。

[0040] 次に、図 1 7 に示すように、 p 型非晶質シリコン層4 及び n 型非晶質シリ

コン層 8 の各々の上に、 3 0 ~ 1 0 0 n mの厚みを有する酸化ィンジゥ厶か

らなる透明導電膜 2 4 及び 2 8 をそれぞれ形成する。具体的には、W 0 3粉末

を3 w t %混入 した I n 20 3粉末の焼結体をターゲットとして用い、イオンプ

レ一ティング法により、形成する。形成条件としては、A r と0 2の混合ガス

を流 して圧力を 1 . 2 ~ 2 . 0 P a に保ち、形成する。尚、A r 分圧は、 1



. O P a と一定とする。 A r の他に、 H e 、 N e 、 K r 、 X e 等の不活性ガ

ス又はこれ らの混合気体を用いることもできる。

[0041 ] そ して、透明導電膜 2 4 及び 2 8 の各々の上の所定領域にスクリーン印刷

法を用いて、エポキシ樹脂に銀 （A g ) を練 り込んだ A g ペース トを、高さ

1 0 ~ 3 0 Ί 、幅 1 0 0 ~ 5 0 O m に形成する。その後、 2 0 0 °C で 8

0 分焼成 して銀ペース トを硬化させる。 これにより、集電極 2 5 及び 2 9 を

形成する。 このように して、図 1 8 に示すこの実施形態に係る太陽電池が形

成される。

[0042] 次 に、多結晶シ リコン基板を用いた太陽電池作製 プロセスについて、以下

に簡単に説明する。

[0043] まず、 p 型多結晶シ リコン基板をエッチング処理 し、表面に緻密な凹凸を

形成する。 この基板表面エツチング工程に本発明が適用される。

[0044] 続 いて、 リンを含む液体を表面に塗布 し、 8 0 0 °C ~ 9 0 0 °C の気相雰囲

気中に 6 0 分間前記基板を放置 し、 リンを浸透させて、 n +層を形成する。

[0045] 続 いて、受光面側にT i 0 2の反射防止膜 8 0 0 A を形成する。

[0046] 続 いて、裏面にA I ペース トを印刷 し、 7 5 0 °C で焼成することにより裏

面の表面層に P +層を形成する （B S F 処理）。

[0047] 続 いて、受光面、裏面の前記 T i 0 2膜および前記 A I 印刷焼成面上に銀ぺ

—ス トを印刷 して 7 0 0 °C で焼成 し銀電極 を形成 して B S F 型太陽電池が製

造される。

[0048] 今回開示された実施の形態はすべての点で例示であって制限的なものでは

ないと考えられるべ きである。 この発明の範囲は、上記 した実施の形態の説

明ではな くて特許請求の範囲によって示され、特許請求の範囲と均等の意味

および範囲内でのすべての変更が含まれることが意図される。

符号の説明

[0049] 基板 カセッ ト

単結晶シ リコン基板



請求の範囲

[ 請求項 1] 基板 カセ ッ 卜に設 け られた複数の リブの間に、半導体基板 を配置 し

、前記基板 カセ ッ 卜を処理液が収容 された槽 内に浸漬 し、前記半導体

基板の表面処理 を行 う半導体装置の製造方法であ つて、前記基板 カセ

ッ 卜の リブ表面 には、前記半導体基板 との接触面積 を低下させる凹部

または凸部が設 け られていることを特徴 とする半導体装置の製造方法

[ 請求項 2 ] 前記基板 カセ ッ 卜の リプ表面 に上下方向に延びる凸部が形成 されて

いることを特徴 とする請求項 1 に記載の半導体装置の製造方法。

[ 請求項 3 ] 前記基板 カセ ッ 卜の リプ表面 に溝部が形成 されていることを特徴 と

する請求項 1 に記載の半導体装置の製造方法。

[ 請求項 4 ] 前記溝部 は前記 リプ表面 に上下方向に沿 って形成 されていることを

特徴 とする請求項 3 に記載の半導体装置の製造方法。

[ 請求項 5 ] 複数の半導体基板 を保持 して表面処理 を行 う槽 内に浸潰 される基板

カセ ッ 卜であ って、

前記基板 カセ ッ 卜に設 け られた複数の リプと、

前記 リプ表面 に設 け られ前記半導体基板 との接触面積 を低下させる

凹部 または凸部 と、 を備 えた ことを特徴 とする基板 カセ ッ 卜。

[ 請求項 6 ] 前記 リプ表面 に上下方向に延びる凸部が形成 されていることを特徴

とする請求項 5 に記載の基板 カセ ッ 卜。

[ 請求項 7 ] 前記 リプ表面 に溝部が形成 されていることを特徴 とする請求項 5 に

記載の基板 カセ ッ 卜。

[ 請求項 8 ] 前記溝部 は前記 リプ表面 に上下方向に沿 って形成 されていることを

特徴 とする請求項 7 に記載の基板 カセ ッ 卜。





















INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

I PCT / JP2 0 1 1 / 0 6 4 2 4 2
A . CLASSIFICATION O F SUBJECT MATTER

丑りュ丄2 ュ/ 7 ( 2 0 0 6 . 0 1 ) i , H01 L21 / 3 0 ( 2 0 0 6 . 0 1 ) i , H O1L21 /30 6 { 2 0 0 . 1 ) ,
H01 L31 / 0 4 ( 2 0 0 6 . 1 )

B . F IE L D S SEARCHED

Minimum documentation searched (classification system followed b y classification symbols)
H 0 1 L 2 1 / 7 - 2 1 / 8 7 , B 65G4 9 / 0 0 4 9 / 0 8 H 0 1 L 2 1 / 3 0 4 , H 0 1 L 2 1 / 3 0 - 2 1 / 3 0 3
H 0 1 L 2 1 / 3 0 8 , H 0 1 L 2 1 / 5 - 2 1 / 4 7 , H 0 1L3 1 / 0 4 —3 1 / 0 6 , H 0 1 L 5 1 / 4 2

Documentation searched other than minimum documentation t o the extent that such documents are included in the fields searched
Jitsuyo Shinan Koho 1922-1 996 Jitsuyo Shinan Toroku Koho 1996-2011
Kokai Jitsuyo Shinan Koho 1971-2011 Toroku Jitsuyo Shinan Koho 1994 - 2011

Electronic data base consulted during the international search (name o f data base and, where practicable, search terms used)

C . DOCUMENTS CONSIDERED T O B E RELEVANT

Category* Citation o f document, with indication, where appropriate, o f the relevant passages Relevant t o claim No.

J P 2 - 1 6 1 7 4 5 A (NEC Corp . ) ,
2 1 June 1 9 9 0 ( 2 1 . 0 . 1 9 9 0 ) ,
page 1 , l ower l eft column , l ine 1 6 t o page 2
l ower l eft column , l ine 3 ； fig . 1
( Fami l y ： none )

J P 8 - 2 0 3 9 9 2 A ( Sony Co r p . ) , 1 - 8
0 9 Augu s t 1 9 9 ( 0 9 . 0 8 . 1 9 9 ) ,
paragraph s [ 0 0 0 1 ] , [ 0 0 0 7 ] , [ 0 0 1 7 ] t o [ 0 0 1 8 ]
fig . 4 t o 5
( Fami l y ： none )

Further documents are listed in the continuation o f Box C . [ ] See patent family annex.

Special categories o f cited documents: "T" later document published after the international filing date or priority
"A" document defining the general state o f the art which i s not considered date and not i n conflict with the application but cited to understand

to b e o f particular relevance the principle or theory underlying Hie invention

"E" earlier application or patent but published on or after the international "X" document o f particular relevance; the claimed invention cannot b e
filing date considered novel o r cannot b e considered t o involve an inventive

"L" document which may throw doubts on priority ciaim(s) o r which i s step when the document i s taken alone

cited t o establish t e publication date o f another citation o r other "Y" document o f particular relevance; the claimed invention cannot b e
special reason (as specified) considered t o involve an inventive step when the document i s

"O" document referring t o an oral disclosure, use, exhibition o r other means combined with one o r more other such documents, suet combination
"p' ， ddooccuummeenntt ppuubblliisshlieedd pprnioori t o the international filing date but later than being obvious to a person skilled i n the art

the priority date claimed document member o f the same patent family

Date o f the actual completion o f the international search Date o f mailing o f the international search report
1 9 July , 2 0 1 1 ( 1 9 . 0 7 . 1 1 ) 3 0 August , 2 0 1 1 ( 3 0 . 0 8 . 1 1 )

Name and mailing address of the ISA/ Authorized officer
Japane s e Patent Offi c e

Facsimile No. Telephone No.
Form PCT/ISA/210 (second sheet) (July 2009)



INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

PCT / JP2 0 1 1 / 0 6 4 2 4 2

C (Continuation). DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

Y US 6 3 1 8 3 8 9 B l (MEMC E l e ctroni c Material s , 1 - 8
Inc - ) ,
2 0 Novembe r 2 0 0 1 ( 2 0 . 1 1 . 2 0 0 1 ) f
c o lumn , l i n e 1 5 t o column 7 , l ine 3 1 ; f g . 5
t o 7
& W〇 2 0 0 1 / 0 3 3 0 9 A 2 & W〇 2 0 0 1 / 0 3 3 0 9 B

Y J P 5 - 2 9 13 8 6 A (Hitachi , Ltd . ) , 1 - 8
0 5 November 1 9 9 3 ( 0 . 1 1 . 1 9 93 ) ,
paragraph s [ 0 0 1 6 ] t o [ 0 02 1 ] ； fig . 3 t o 4
( ami l y ： none )

Form PCT/ISA/210 (continuation of second sheet) (July 2009)



国際調 査報告 国際 出願 番 号 P C T / J P O l 1 / 0 6 4 2 4 2

発 明の属す る分 野の分類 （国際特許分類 （I P C ) )

IntCl. H01L21/673 (2006. 01) i ，H01L21/304 (2006. 01) , H01L21/306 (2006. 01) i ，H01L31/04 (2006. 01)

B . 調 查 を行 った分 野
調 査 を行 った最小 限資料 （国際特許分類 （I P C ) )

IntCl. H01L21/67- 21/687, B65G49/00- 49/08 ，H01L21/304, H01L21/306- 21/3063 ，H01L21/308, H01L21/465- 21/ 467
H01L31/04- 31/06, H01L51/42

最 小 限資料以外の資料 で調 査 を行 った分 野 に含 まれ るもの

本 国実用新案公 報 1 9 2 2 — 1 9 9 6 年
日本 国公 開実用新案公 報 1 9 7 1 — 2 0 1 1 年
日本 国実用新案登録公 報 1 9 9 6 — 2 0 1 1 年
日本 国登録 実用新案公 報 1 9 9 4 2 0 1 1 年

国際調査 で使 用 した電子デ ー タベ ース （デー タベ ースの名称 、調 査 に使 用 した用語 )

C . 関連す る と認 め られ る文献
引用文献 の 関連す る
カテ ゴ リー * 引用文献名 及 び一部 の箇所 が関連す る ときは、その関連す る箇所 の表示 請 求項 の番 号

Y JP 2-161745 A ( 日本電気株式会社） 1990. 06. 21, 8
第 1 頁左下欄第 1 6 行 第 2 頁左下欄第 3 行，第
(フアミリーな し）

Y JP 8-203992 A ( ノユ ー 株式会社） 1996. 08. 09, 1 - 8
段落 【0 0 0 1 】: 【0 0 0 7 】，【0 0 1 7 】一 【0 0 8 】，
図 4 5 ( フ ア ミ リーなし）

. c 欄 の続 きに も文献 が列 挙 され てい る。 パ テ ン トファ ミリ 二関す る別紙 を参照。

* 引用文献 の 日の後 に公 表 され た文献
ΓΑ 」特 に関連 のあ る文献 ではな く、一般 的技術水 準 を示す け 」国際 出願 日又 は優先 日後 に公 表 され た文献 であつて

もの 出願 と矛盾 す るもので はな く、発 明の原理 又 は理論
ΓΕ 」国際 出願 日前 の出願 また は特許 であ るが、国際 出願 日 の理解 のた めに引用す るもの

以後 に公表 され た もの 「X 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 のみで発 明
「L 」優先権主 張に疑義 を提起す る文献又 は他 の文献 の発 行 の新規性 又 は進歩性 が ない と考 え られ るもの

若 しくは他 の特別 な理 由を確 立す るた め に 引用 す 「Υ 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 と他 の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上 の文献 との、当業者 に とって 自明で あ る組合せ に

Γθ 」 口頭 に よる開示 、使 用、展示等 に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え られ るもの
ΓΡ 」国際 出願 日前 で、かつ優先権 の主 張の基礎 とな る出願 「& 」 同一パテ ン トフ ァ ミ リー文献

国際調 査 を完 了 した 日 国際調査報告 の発送 日
1 9 . 0 7 . 2 0 3 0 . 0 8 . 2 0 1 1

国 際調 査機 関の名称及 び あて先 特許 庁審 査官 （権 限のあ る職員 ） 3 U 3 8 2 5

日本 国特許庁 （I S A / J Ρ )
沼 生 泰伸

郵便番 号 1 0 0 — 8 9 1 5
東京都 千代 田区霞が 関三丁 目4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 3 2 4

様式 P C T / I S A 2 1 0 (第 2 ペ ー ジ） （2 0 0 9 年 7 月）



国 際調 査 報 告 国 際 出願 番 号 P C T / J P 2 0 6 4 2 4 2

C (続 き） . 関連 す る と認 め られ る文 献

引用 文 献 の 関連 す る
カ テ ゴ リー * 引用 文 献 名 及 び一 部 の箇 所 が 関連 す る とき は 、 そ の 関連 す る箇 所 の表 示 請 求 項 の番 号

Y US 6318389 Bl (MEMC Electronic Materials, Inc. ) 2001. 11. 0 1 - 8

第 4 欄第 1 5 行 第 7 欄第 3 1 行 ， F I G . 5 - 7

& W0 2001/033609 A2 & W0 2001/033609 B

Y JP 5-291386 A (株 式会社 立製作所 ) 1993. 11. 05, 8

段落 【0 0 1 6 】 — 【0 0 2 1 】，図 3 — 4 (フ ア ミリーな し)

様 式 P C T / I S A / 2 1 0 (第 2 ペ ー ジの続 き） （2 0 0 9 年 7 月）


	abstract
	description
	claims
	drawings
	wo-search-report
	wo-search-report

